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議　題
１　公共施設の利用者負担の適正化に関する方針（素案）について
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①　昨年度から検討している「利用者負担の見直し」について、この方針の策定を待っ
て施設のあり方を検討する施設もある。本年度早期の方針の策定を目指し、作業を加速
させていく。昨年度のＷＧ等での検討に基づき、作成した方針案は別紙のとおり。

資料２　秦野市公共施設の利用者負担の適正化に関する方針（素案）
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④　負担感の緩和のための「２年間据え置き」について、改定が２年毎ということか。
　⇒　平成27年度、平成28年度が同使用料で、平成29年度に再改定するということ。

⑤　営利目的の利用に対する加算措置についてはどのようか。
　⇒　基準２（算定根拠の統一）の中に記載しているが、加算率を上げることで利用さ
れなくなる（近隣市町の施設に流れる）という懸念を示す施設もあることから、「一般
財源負担が生じない水準を目指す」という表現に留めている。
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⑦　基準の細則にあたる内容はどこで規定するのか。
　⇒　各施設の条例又は規則で規定できる内容は、その改正において規定し、全庁的な
細則の検討が必要であれば、ＷＧによる検討を経て規定することを想定している。

⑥　利用者負担割合の「フルコストの３分の１以上」の根拠の丁寧な説明が必要ではな
いか。今後も幼稚園の保育料の設定基準が３分の１であるとは限らない。
　⇒　「幼稚園の保育料がこれまで３分の１を基準としていた」という以外に明確な根
拠がない。近年使用料の改定に取り組んだ自治体では、施設の種別によって割合をそれ
ぞれ設定しているところもある。結局のところ、最終的に利用者が受容できる負担額の
想定があっての負担率の設定のようにも思える。丁寧な説明ができるよう心掛けるが、
逆に、明確な根拠をもつ負担割合を設定できるのであれば、お教えいただきたい。
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③　減免の可否を審査する「第三者機関」について、現在検討している「全庁的な附属
機関の見直し」と時期的な整合性が図れるか。
　⇒　実際にこの規定を設ける場合、各施設の条例を改正し、年間の利用実績を踏まえ
た後になるので、附属機関を設置する時期は、早くて平成28年度である。その時点で改
めて設置のための作業をすることになる。運用開始時には、事務量の増大が見込まれ
る。減免制度の見直しについては、本案の代替案があれば是非お示しいただきたい。

②　方針策定スケジュールとしては、今後、庁内や行政改革評価委員会への意見照会を
経て、本年８月頃にパブリックコメントを行い、９月頃の策定を目指す。

資料１　秦野市公共施設の利用者負担の見直しに関する方針案の概要
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